
(単位：円)
　資産の部

科　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減
固定資産 ((69,767,100,720)) ((68,414,884,264)) ((1,352,216,456))
　有形固定資産 (43,551,605,322) (45,079,093,432) (△1,527,488,110) 
　　土　　　　　　　地 14,727,428,545  15,716,004,545  △988,576,000  
　　建　　　　　　　物 22,243,246,312  22,537,114,414  △293,868,102  
　　構　　　築　　　物 752,561,692  724,228,794  28,332,898  
　　教育研究用機器備品 4,676,114,263  4,903,565,136  △227,450,873  
　　管  理  用機器備品 206,112,986  161,101,694  45,011,292  
　　図　　　　　　　書 930,725,628  924,791,417  5,934,211  
　　車　　　　　　　両 7,975,056  12,581,232  △4,606,176  
　　建　設　仮　勘　定 7,440,840  99,706,200  △92,265,360  

　特定資産 (25,079,122,799) (23,191,335,176) (1,887,787,623) 
　　退職給与引当特定資産 4,926,192,448  4,901,056,394  25,136,054  
　　減価償却引当特定資産 19,977,691,283  18,115,802,107  1,861,889,176  
　　大学移転寄付特定資金 13,552,958  11,762,958  1,790,000  
　　大学奨学金特定資産 161,686,110  162,713,717  △1,027,607  

　その他の固定資産 (1,136,372,599) (144,455,656) (991,916,943) 
　　施　設　利　用　権 1,679,853  1,894,302  △214,449  
　　ソフトウェア 4,189,500  6,740,500  △2,551,000  
　　収益事業元入金 1,040,645,843  52,069,843  988,576,000  
　　長　期　貸　付　金 87,198,080  80,879,168  6,318,912  
　　長期前払費用 2,419,453  2,631,973  △212,520  
　　敷金保証金等 239,870  239,870  0  

流動資産 ((10,281,972,480)) ((10,349,576,805)) ((△67,604,325))
　　現　金　預　金 3,811,029,278  4,429,039,426  △618,010,148  
　　未　収　入　金 4,497,283,925  3,923,394,951  573,888,974  
　　貯　　蔵　　品 171,980,517  182,055,481  △10,074,964  
　　短 期 貸 付 金 1,697,051,257  1,722,122,141  △25,070,884  
　　短期前払費用 103,462,207  91,125,050  12,337,157  
　　仮　　払　　金 0  1,396,676  △1,396,676  
　　前　　渡　　金 1,165,296  443,080  722,216  

資産の部合計 80,049,073,200  78,764,461,069  1,284,612,131  
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(単位：円)
　負債の部

科　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減
固定負債 ((6,815,070,387)) ((7,094,449,138)) ((△279,378,751))
　　長 期 借 入 金   1,840,640,000    2,129,920,000    △289,280,000  
　　長 期 未 払 金   42,195,939    57,430,744    △15,234,805  
　　長 期 預 り 金   6,042,000    6,042,000    0  
　　退職給与引当金   4,926,192,448    4,901,056,394    25,136,054  

流動負債 ((3,203,249,588)) ((3,584,013,456)) ((△380,763,868))
　　短 期 借 入 金   289,280,000    289,280,000    0  
　　未　　払　　金   1,438,184,380    1,839,399,524    △401,215,144  
　　前　　受　　金   1,248,485,576    1,202,571,593    45,913,983  
　　預　　り　　金   227,299,632    252,762,339    △25,462,707  

負債の部合計   10,018,319,975    10,678,462,594    △660,142,619  

　純資産の部
科　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

基本金 ((81,027,550,637)) ((80,934,075,311)) ((93,475,326))
　第１号基本金   78,960,300,114    78,976,431,289    △16,131,175  
　第４号基本金   2,067,250,523    1,957,644,022    109,606,501  

繰越収支差額 ((△10,996,797,412)) ((△12,848,076,836)) ((1,851,279,424))
　翌年度繰越収支差額   △10,996,797,412    △12,848,076,836    1,851,279,424  

純資産の部合計   70,030,753,225    68,085,998,475    1,944,754,750  

負債及び純資産の部合計   80,049,073,200    78,764,461,069    1,284,612,131  



（１）　重要な会計方針

引当金の計上基準

・ <徴収不能引当金>

金銭債権の徴収不能に備えるため、徴収不能懸念債権については個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

・ <退職給与引当金>

教職員の退職金の支給に備えるため、期末退職金要支給額4,026,616,849円の100％を基にして、私立大学退職金財団に対する

掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

その他の重要な会計方針

・ <有価証券の評価基準及び評価方法>

満期保有目的有価証券の評価基準は原価法である。有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

・ <棚卸資産の評価基準及び評価方法>

貯蔵品のうち、薬品は先入先出法に基づく原価法、診療材料は最終仕入原価法に基づく原価法によっている。

・ <外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準>

外貨建金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算している。

・ <預り金その他経過項目に係る収支の表示方法>

預り金、仮受金、仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

（２）　重要な会計方針の変更等 なし

（３）　減価償却額の累計額の合計額 37,591,470,210 円

（４）　徴収不能引当金の合計額 3,125,207 円

（５）　担保に供されている資産の種類及び額 土地 5,171,076,921 円

建物 2,424,126,629 円

（６）　翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 2,188,644,771 円

（７）　当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 　　　　　　

・第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

（８）　その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

収益事業元入金 1,040,645,843 円

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス･リース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 54,083,124 24,549,010

管 理 用 機 器 備 品 4,710,012 2,144,934

①

②

①

②

平成２１年４月１日以降に開始したリース取引　　　　　　　（単位：円）　　　　　　



　③　有価証券の時価情報

ア）総括表

（単位：円）

種　　類 勘定科目
貸借対照表
計上額

時   価 差   額

時価が貸借対照表計上額をこえるもの 退職給与引当特定資産 16,858,501 47,682,000 30,823,499 
　（うち満期保有目的の債券） 〃 0 0 0 

16,858,501 47,682,000 30,823,499 
　 　 　 　

　 　 　
イ）明細表

（単位：円）

種　　類 勘定科目
貸借対照表
計上額

時   価 差   額

債券 － 0 0 0 
株式 退職給与引当特定資産 16,858,501 47,682,000 30,823,499 
投資信託 － 0 0 0 
貸付信託 － 0 0 0 

16,858,501 47,682,000 30,823,499 

　　　　　　当年度（令和５年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　退職給与引当特定資産　合計　

　　　　　　当年度（令和５年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　退職給与引当特定資産　合計　



（学校法人東京歯科大学収益事業） （単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流　動　資　産 ((8,459,550)) 流　動　負　債 ((1,813,494,647))

　　現　金  預　金   5,524,968  　　短 期 借 入 金 1,675,881,669  

　　未　収  入　金   2,925,129  　　未 払 消 費 税   977,412  

　　前　払　費　用   9,453  　　未 払 法 人 税   25,500,300  

　　未払法人事業税   12,123,900  

固　定　資　産 ((3,075,837,758)) 　　その他の未払金   67,216,637  

　有形固定資産  (3,075,837,758) 　　前　　受　　金   31,791,020  

　　土　　　　　地   2,980,245,377  　　預　　り　　金   3,709  

　　建　　　　　物   92,882,999  

　　構　　築　　物   2,709,381  固　定　負　債 ((230,156,818))

　　機　器  備　品   1  　　預　り　敷　金   230,156,818  

　 負　債　合　計 　   2,043,651,465  

　　元　　入　　金 1,040,645,843  

　 純 資 産 合 計 　 1,040,645,843  

　 資　産　合　計 　   3,084,297,308  　　負債純資産合計　　   3,084,297,308  

　　　２．減価償却累計額 502,951,875        
　　　３．学校会計繰入金累計額 13,997,542,839     
　　　４．消費税等の会計処理　　　　　　　　 税込方式 

（注）１．減価償却の方法　平成10年度以降取得の建物及び平成28年度以降取得の建物附属設備・構築
                          物は定額法による。その他の有形固定資産については定率法による。
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資　　産　　の　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

貸　借　対　照　表


